
（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 76,101 千円

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 1,625,381 千円

（うち一般財源）

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県支出金 町債 その他
うち地方消費
税交付金（社会
保障財源化分）

障害者福祉事業 341,673 237,791 0 0 103,882 6,994

高齢者福祉事業 116,250 472 2,300 36,829 76,649 5,160

児童福祉事業 476,307 122,341 0 14,069 339,897 22,883

母子福祉事業 14,561 4,623 2,400 0 7,538 508

その他 9,233 14 0 0 9,219 621

小計 958,024 365,241 4,700 50,898 537,185 36,166

国民健康保険事業 172,114 47,991 0 0 124,123 8,356

介護保険事業 213,062 0 0 0 213,062 14,344

後期高齢者保健事業 141,485 25,232 0 0 116,253 7,827

小計 526,661 73,223 0 0 453,438 30,527

母子保健事業 5,031 0 0 0 5,031 339

疾病予防対策事業 54,750 182 0 0 54,568 3,674

健康増進事業 50,024 770 0 0 49,254 3,316

その他 1,460 0 0 0 1,460 98

小計 111,265 952 0 0 110,313 7,427

29,431 0 0 0 29,431 1,981

1,625,381 439,416 4,700 50,898 1,130,367 76,101

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

（平成27年度決算）

　　（1,130,367千円）
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地方公務員共済組合負担金（基礎
年金拠出金及び育児休業手当金）

　平成26年4月1日より消費税率（国・地方）が5％から8％に引き上げられたことに伴い、地方
消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障4経費（年金、医療、介
護、子育て）及びその他社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
　軽米町の平成27年度一般会計決算における社会保障関連経費への充当状況は下記のとおりで
す。


